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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３ 営業収益には、消費税等は含んでおりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第94期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第93期

会計期間

自 平成20年
  ４月１日 
至 平成20年 
  ６月30日

自 平成21年
  ４月１日 
至 平成21年 
  ６月30日

自 平成20年
  ４月１日 
至 平成21年 
  ３月31日

営業収益 (千円) 9,253,201 8,744,115 37,471,921

経常利益 (千円) 125,874 72,767 459,626

四半期(当期)純利益 (千円) 38,084 17,490 232,972

純資産額 (千円) 10,733,420 10,797,830 10,637,819

総資産額 (千円) 30,651,016 31,130,822 31,081,025

１株当たり純資産額 (円) 764.52 768.38 759.70

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 2.78 1.28 17.02

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.1 33.8 33.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 396,787 659,703 1,005,623

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △449,607 △431,394 △1,725,345

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 247,444 △248,144 1,030,563

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 2,058,326 2,145,199 2,104,720

従業員数 (人) 2,883 3,205 3,302
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当社グループ（当社及び当社の関係会社。以下同じ。）は、当社、連結子会社19社、持分法適用関連会

社３社及びその他の関係会社２社によって構成されております。 

 主要な事業内容及び各会社の当該事項に関わる位置づけならびに事業の種類別セグメントとの関連は、

次のとおりであります。 

 なお、当第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更しております。変更の内容

につきましては、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 セグメント情報」に記載の

とおりであります。 

得意先の委託を受け、トラック等を使用して貨物を運送する事業であり、当社のほか国内子会社では主

に阪神ロジテム株式会社、ロジテムトランスポート株式会社及び角谷運送株式会社が遂行し、海外子会社

では主にLOGITEM VIETNAM CORP.、LOGITEM VIETNAM CORP.NO.2、及びLOGITEM(THAILAND)CO.,LTD.が遂行

しております。 

  

得意先より委託を受けた貨物の倉庫における入出庫等の荷役をおこなうほか、自社及び得意先の倉庫、

配送センター内における流通加工（組立、裁断、梱包等）及び事務代行（受注代行、在庫管理等）をおこ

なう事業であり、当社のほか国内子会社では主に阪神ロジテム株式会社、ロジテムインターナショナル株

式会社及びロジテムエンジニアリング株式会社が遂行し、海外子会社では主にLOGITEM VIETNAM 

CORP.NO.2、千日股份有限公司、LOGITEM HONG KONG CO.,LTD.及びLOGITEM(THAILAND)CO.,LTD.が遂行して

おります。 

  

得意先より委託を受けた貨物の倉庫における保管をおこなうほか、不動産の賃貸借及びその仲介をおこ

なう事業であり、当社のほか国内子会社では主に阪神ロジテム株式会社、ロジテムインターナショナル株

式会社およびロジテムエンジニアリング株式会社が遂行し、海外子会社では主にLOGITEM VIETNAM 

CORP.、LOGITEM  VIETNAM  CORP.NO.2、千日股份有限公司、LOGITEM  HONG  KONG  CO.,LTD.及びLOGITEM

(THAILAND)CO.,LTD.が遂行しております。 

  

上記に付随する事業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、

労働者派遣事業等）として、当社のほか国内子会社では主にロジテムエージェンシー株式会社、ロジテム

インターナショナル株式会社、阪神ロジテム株式会社及びロジテムエンジニアリング株式会社が遂行し、

海外子会社では主にLOGITEM VIETNAM CORP.NO.2、千日股份有限公司、LOGITEM HONG KONG CO.,LTD.、及

びLOGITEM(THAILAND)CO.,LTD.が遂行しております。  

 また、その他に当社グループでは損害保険代理業、物品販売業、総合リース業を行っております。海外

子会社のLOGITEM VIETNAM CORP.NO.1はベトナムにおいて旅客自動車運送事業等を行っております。

LOGITEM VIETNAM HOLDING & INVESTMENT COMPANY LIMITEDはベトナムにおける子会社の事業活動の支配管

理、リース、投融資等を行っております。  

２ 【事業の内容】

(1)貨物自動車運送事業

(2)センター事業

(3)アセット事業

(4)その他事業
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当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当第１四半期連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しており

ます。 

  

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当第１四半期会計期間の平均人員を( )外数で記載しておりま

す。 

  

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(人) 3,205(830)

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(人) 672(551)
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貨物自動車運送事業 

 
(注）当第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントを変更しておりますが、前年同期比の算定における前第

１四半期連結会計期間の数値に変更はありません。なお、セグメント変更の内容については、「第５ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表 注記事項 セグメント情報」に記載のとおりであります。 

  

  

 
(注）当第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比の算定における前第１四半

期連結会計期間の数値については、セグメント変更後の区分に組み替えた数値を用いております。なお、セグメント

変更の内容については、「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 セグメント情報」に記載のとお

りであります。 

  

当第１四半期連結会計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【輸送・保管能力の状況】

(1) 輸送能力

区分

当第１四半期連結会計期間
(平成21年６月30日現在)

保有台数(台) 前年同期比(％) 積載トン数(ｔ) 前年同期比(％)

普通車 405 118.8 2,639.3 118.6

小型車 66 98.5 103.8 95.8

特殊車 181 133.1 2,839.9 136.8

軽貨物 20 117.6 7.0 117.6

合計 672 119.8 5,590.1 126.6

(2) 保管能力

事業の種類別 

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間 

(平成21年６月30日現在)

所有倉庫 借用倉庫 合計

棟数(棟) 面積(㎡) 棟数(棟) 面積(㎡) 棟数(棟) 面積(㎡) 前年同期比(％)

アセット事業 29 104,185.6 79 380,226.8 108 484,412.4 100.5

合計 29 104,185.6 79 380,226.8 108 484,412.4 100.5

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

当第１四半期におけるわが国の経済は、前連結会計年度に発生した世界的な景気減速の影響や雇用情

勢の悪化に加え、不安定な政局により、引続き停滞を余儀なくされました。 

 当社グループが属する物流業界につきましても、燃料単価が下落しコスト負担が軽減したものの景気

低迷による荷動きの鈍化、既存得意先からの合理化要請など、業界を取り巻く環境は厳しい状況で推移

いたしました。 

 このような状況の中で当社グループは、「日本一信頼される企業グループ」を目指し、収益力の強

化、ステークホルダーに対する信頼向上、ＣＳＲ（企業の社会的責任）機能の強化を経営目標としてグ

ループ一丸となって取り組みました。 

 営業収益につきましては、景気低迷によるインテリア・エレクトロニクス関連における当社グループ

の取扱数量の減少、工場内請負事業において合理化要請による作業単価の改定、さらには円高の進行に

ともなう輸出取扱件数の減少等により減収となりました。 

 利益面につきましても、上記記載のとおり営業収益の減少による利益の減少に加え、退職給付費用の

増加、ＥＲＰパッケージ（ＬＳＹＳ）の２次開発にともなう減価償却費が増加したこと等により減益と

なりました。 

 以上の結果、当第１四半期連結会計期間の営業収益は87億44百万円（前年同期比5.5％減）、営業利

益は１億18百万円（同32.5％減）、経常利益は72百万円（同42.2％減）、四半期純利益は17百万円（同

54.1％減）となりました。 

  

セグメント別の営業概況は、次のとおりであります。 

  

「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 セグメント情報」に記載のとおり、当

第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更しております。このため、前年同

四半期比較については、前年同四半期実績値を変更後の区分に組み替えを行っております。 

  

貨物自動車運送事業 

営業収益につきましては、前連結会計年度の第３四半期より連結範囲に加えました角谷運送株式会

社が堅調に推移したものの、景気悪化による輸送量の低迷等により減収となりました。一方、営業利

益につきましては、燃料単価が下落したこと等により増益となりました。 

 その結果、営業収益は44億33百万円（前年同期比3.8％減）、営業利益は３億11百万円（同17.0％

増）となりました。 

 当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の50.7％を占めております。 

  

センター事業 

当社の工場内請負事業において、得意先からの合理化要請による作業単価の改定およびインテリ

ア・エレクトロニクス関連の取扱数量の減少等により減収減益となりました。 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

① 事業の種類別セグメント
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 その結果、営業収益は13億94百万円（前年同期比5.4％減）、営業利益は１億60百万円（同8.9％

減）となりました。 

 当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の15.9％を占めております。 

  

アセット事業 

当社およびロジテムインターナショナル株式会社において、一部得意先との契約終了にともなう保

管収入、不動産収入の減少等により減収減益となりました。 

 その結果、営業収益は15億４百万円（前年同期比5.6％減）、営業利益は２億円（同23.0％減）と

なりました。 

 当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の17.2％を占めております。 

  

その他事業 

ロジテムベトナム№1（LOGITEM VIETNAM CORP.NO.1）の旅客自動車運送事業が堅調に推移したもの

の、ロジテムエンジニアリング株式会社およびロジテムタイランド（LOGITEM(THAILAND)CO.,LTD.）

における施工関連事業の減少、ロジテムインターナショナル株式会社およびロジテムタイランド

（LOGITEM(THAILAND)CO.,LTD.）の輸出入取扱件数の減少等により減収減益となりました。 

 その結果、営業収益は14億11百万円（前年同期比10.4％減）、営業利益は１億54百万円（同1.4％

減）となりました。 

 当事業の営業収益は当社グループ営業収益全体の16.1％を占めております。 

  

日本 

国内グループ会社におけるインテリア・エレクトロニクスを中心とした取扱数量の減少等により減

収減益となりました。 

 その結果、営業収益は77億61百万円（前年同期比4.7％減）、営業利益は７億58百万円（同2.2％

減）となりました。 

  

アジア 

円高の進行による営業収益の目減りに加え、ロジテムタイランド（LOGITEM(THAILAND)CO.,LTD.）

におけるインテリア関連にともなう施工関連事業の減少および輸出入取扱件数の減少等により減収と

なりました。一方、営業利益につきましては、ロジテムベトナム№1（LOGITEM VIETNAM CORP.NO.1）

における旅客自動車運送事業において燃料単価が下落したこと等により増益となりました。 

 その結果、営業収益は９億83百万円（前年同期比11.2％減）、営業利益は１億95百万円（同3.1％

増）となりました。 

  

② 所在地別セグメント
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(資産) 

流動資産は、受取手形及び営業未収入金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べて2.3％

減少し、81億31百万円となりました。固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.1％増加し、229億98百

万円となりました。この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて0.2％増加し、311億30百万円となり

ました。 

(負債) 

流動負債は、短期借入金が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べて0.4％増加し、101億98

百万円となりました。固定負債は、長期借入金が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べて、

1.5％減少し、101億34百万円となりました。この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて0.5％減

少し、203億32百万円となりました。  

(純資産) 

純資産合計は、為替換算調整勘定が増加したこと等により、前連結会計年度末に比べて1.5％増加

し、107億97百万円となりました。 

  

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、21億45百万

円となり、前第１四半期連結会計期間末と比較して86百万円の増加となりました。当第１四半期連結会

計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が４億34百万円

減少した他、減価償却費２億64百万円の計上があったことにより、６億59百万円の資金の増加（前年同

期比２億62百万円増）となりました。  

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得によ

る支出が１億83百万円、無形固定資産の取得による支出が１億11百万円、定期預金の増加が95百万円あ

ったことにより、４億31百万円の資金の減少（前年同期比18百万円減）となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が

４億円あったものの、長期借入金の返済による支出が７億47百万円あったことにより、２億48百万円の

資金の減少（前年同期比４億95百万円増）となりました。 

  

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。 

  

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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特記すべき事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきまし

ては、前連結会計年度における有価証券報告書「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」の記載の事

項から重要な変更はありません。  

 当社グループが属する物流業界につきましては、世界的な景気減速を受け、当面の間は厳しい事業環

境が続くものと考えられます。当社グループは、この状況を踏まえて、安定した収益を確保するため、

平成22年３月期の年度方針において経営戦略を以下に定め、物流業界における確固たる地位を築いてま

いります。  

  

① 収益力の強化  

・３ＰＬ事業、アライアンスの可能性を常に追求し、事業規模・事業領域・営業エリアの拡大を目指し

てまいります。  

・当連結会計年度において新設した「営業企画課」を中心に、得意先に密着した提案営業を推進・強化

してまいります。  

・小集団活動（ＡＣＴ256）の強化および日々管理機能を備えたＥＲＰパッケージ（ＬＳＹＳ）の国内

グループ会社への水平展開を図り、ローコストオペレーション活動の一層の推進を図ってまいります。 

・ロジテムベトナムホールディングス（LOGITEM VIETNAM HOLDING & INVESTMENT COMPANY LIMITED）を

介して、採算性およびリスクを勘案した上で経営資源を機動的かつ有効に投入してまいります。  

  

② ステークホルダーに対する信頼向上  

・小集団活動（ＡＣＴ256）による自発的な改善活動を通して物流品質および安全性の向上に努め、得

意先からのさらなる信頼向上を目指してまいります。  

・ネット配信を含む決算説明会、株主総会、個人投資家向け会社説明会の実施など、当社グループの経

営戦略を明確かつ公平に伝え、株主に対する信頼向上を目指してまいります。  

・コミュニケーションの活性化に取組み、従業員の相互信頼の向上に努めてまいります。  

  

③ グループ体制の連携強化  

・海外現地法人を含むグループ間の営業・管理・品質などの連携を強化し、一層の業容拡大を目指して

まいります。  

   

④ ＣＳＲ（企業の社会的責任）機能の強化  

・組織的かつ継続的な社員教育により、コンプライアンスの徹底に努めてまいります。  

・当社事業所、内部統制室および監査法人との連携を図り、業務の信頼性・有効性を一層高め、内部統

制システムの整備・確立に努めてまいります。 

・運輸安全マネジメントのさらなる確立、当社グループで実施しているトラック・フォークリフト技能

コンテストの継続的な開催等により、交通事故・労災事故の撲滅に努めてまいります。  

・モーダルシフトの推進、環境対応車の積極的な導入、デジタル式運行管理機器の活用による燃費向上

(5) 研究開発活動

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し
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等、環境保全活動を積極的に取組んでまいります。  

  

なお、中長期的な戦略につきましては、物流企業としての成長を確実にするため、広い視野に立ちア

ライアンスを含めて変化する経営環境に対処していく方針であります。また、目標とする経営指標とし

て、売上総利益率10.0％以上、ＲＯＥ3.5％以上を達成することを目指してまいります。 
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当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握して

おりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,833,109 13,833,109
ジャスダック
証券取引所

単元株式数 
1,000株

計 13,833,109 13,833,109 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年４月１日～ 
平成21年６月30日

― 13,833,109 ― 3,145,955 ― 3,189,989

(5) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年３月31日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 2,000株(議決権の数２個)含まれてお

ります。 

  

 
  

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    145,000 ― 単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式  13,672,000 13,672 同 上

単元未満株式 普通株式    16,109 ― ―

発行済株式総数 13,833,109 ― ―

総株主の議決権 ― 13,672 ―

② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

日本ロジテム株式会社
東京都品川区荏原
１－19－17

145,000 ― 145,000 1.05

計 ― 145,000 ― 145,000 1.05

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
４月 ５月

 
６月

最高(円) 243 285 290

最低(円) 217 245 273

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び

当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,511,589 2,375,163

受取手形及び営業未収入金 4,250,135 4,645,385

その他 ※2  1,394,430 ※2  1,325,806

貸倒引当金 △24,266 △23,394

流動資産合計 8,131,887 8,322,960

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,123,484 6,193,500

土地 6,809,773 6,809,773

その他（純額） 1,595,592 1,397,363

有形固定資産合計 ※1  14,528,850 ※1  14,400,637

無形固定資産 1,013,826 924,954

投資その他の資産   

敷金及び保証金 5,920,083 5,911,546

その他 1,966,229 1,950,539

貸倒引当金 △430,055 △429,612

投資その他の資産合計 7,456,257 7,432,472

固定資産合計 22,998,934 22,758,064

資産合計 31,130,822 31,081,025

負債の部   

流動負債   

営業未払金 1,911,407 2,178,839

短期借入金 3,831,340 3,655,740

引当金 109,011 326,544

その他 4,347,193 ※3  3,994,642

流動負債合計 10,198,952 10,155,766

固定負債   

社債 1,220,000 1,220,000

長期借入金 6,102,853 6,267,588

退職給付引当金 385,045 366,716

役員退職慰労引当金 347,178 347,874

その他 2,078,960 ※4  2,085,258

固定負債合計 10,134,038 10,287,439

負債合計 20,332,991 20,443,205
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,145,955 3,145,955

資本剰余金 3,190,060 3,190,060

利益剰余金 4,545,642 4,582,901

自己株式 △36,285 △36,285

株主資本合計 10,845,373 10,882,632

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,645 △24,031

為替換算調整勘定 △326,708 △460,388

評価・換算差額等合計 △328,353 △484,419

少数株主持分 280,810 239,607

純資産合計 10,797,830 10,637,819

負債純資産合計 31,130,822 31,081,025
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業収益 9,253,201 8,744,115

営業原価 8,393,112 7,917,341

営業総利益 860,088 826,774

販売費及び一般管理費   

人件費 ※  423,228 ※  449,218

その他 261,401 259,197

販売費及び一般管理費合計 684,630 708,416

営業利益 175,458 118,357

営業外収益   

受取利息 1,493 2,264

受取配当金 2,662 3,303

受取手数料 5,692 4,981

持分法による投資利益 － 3,072

その他 6,503 3,832

営業外収益合計 16,352 17,454

営業外費用   

支払利息 58,162 59,530

持分法による投資損失 2,398 －

その他 5,375 3,513

営業外費用合計 65,936 63,044

経常利益 125,874 72,767

特別利益   

固定資産売却益 4,060 2,353

貸倒引当金戻入額 1,862 1,364

その他 － 220

特別利益合計 5,922 3,938

特別損失   

前期損益修正損 16,688 －

固定資産売却損 1,919 677

貸倒引当金繰入額 6,031 －

特別損失合計 24,638 677

税金等調整前四半期純利益 107,158 76,028

法人税、住民税及び事業税 43,451 46,162

法人税等調整額 18,209 △2,995

法人税等合計 61,660 43,166

少数株主利益 7,414 15,371

四半期純利益 38,084 17,490
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業収益 9,253,201 8,744,115

営業原価 8,393,112 7,917,341

営業総利益 860,088 826,774

販売費及び一般管理費   

人件費 ※  423,228 ※  449,218

その他 261,401 259,197

販売費及び一般管理費合計 684,630 708,416

営業利益 175,458 118,357

営業外収益   

受取利息 1,493 2,264

受取配当金 2,662 3,303

受取手数料 5,692 4,981

持分法による投資利益 － 3,072

その他 6,503 3,832

営業外収益合計 16,352 17,454

営業外費用   

支払利息 58,162 59,530

持分法による投資損失 2,398 －

その他 5,375 3,513

営業外費用合計 65,936 63,044

経常利益 125,874 72,767

特別利益   

固定資産売却益 4,060 2,353

貸倒引当金戻入額 1,862 1,364

その他 － 220

特別利益合計 5,922 3,938

特別損失   

前期損益修正損 16,688 －

固定資産売却損 1,919 677

貸倒引当金繰入額 6,031 －

特別損失合計 24,638 677

税金等調整前四半期純利益 107,158 76,028

法人税、住民税及び事業税 43,451 46,162

法人税等調整額 18,209 △2,995

法人税等合計 61,660 43,166

少数株主利益 7,414 15,371

四半期純利益 38,084 17,490
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 107,158 76,028

減価償却費 216,049 264,454

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13,141 620

受取利息及び受取配当金 △4,156 △5,567

支払利息 58,162 59,530

持分法による投資損益（△は益） 2,398 △3,072

有形固定資産売却損益（△は益） △2,141 △1,676

売上債権の増減額（△は増加） 259,019 434,168

未払消費税等の増減額（△は減少） 26,351 90,919

仕入債務の増減額（△は減少） △253,087 △287,024

賞与引当金の増減額（△は減少） △201,346 △219,156

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は
減少）

11,527 14,838

その他 279,702 322,637

小計 512,777 746,701

利息及び配当金の受取額 3,986 5,353

利息の支払額 △46,409 △52,186

法人税等の支払額 △73,567 △40,164

営業活動によるキャッシュ・フロー 396,787 659,703

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △415,083 △183,216

有形固定資産の売却による収入 6,061 5,166

無形固定資産の取得による支出 △8,973 △111,514

定期預金の純増減額（△は増加） 43,000 △95,000

敷金及び保証金の差入による支出 △57,057 △12,770

預り保証金の返還による支出 － △83,948

預り保証金の受入による収入 － 31,869

その他 △17,554 18,019

投資活動によるキャッシュ・フロー △449,607 △431,394

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △202,960 165,217

長期借入れによる収入 1,100,000 400,000

長期借入金の返済による支出 △594,845 △747,329

リース債務の返済による支出 － △11,187

配当金の支払額 △54,750 △54,749

その他 － △96

財務活動によるキャッシュ・フロー 247,444 △248,144

現金及び現金同等物に係る換算差額 △76,841 60,314

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 117,783 40,478

現金及び現金同等物の期首残高 1,940,542 2,104,720

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,058,326 ※  2,145,199
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当第１四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

 
  

  

 
  

  

当第１四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１  前第１四半期連結累計期問において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた

「預り保証金の返還による支出」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記するこ

ととしております。なお、前第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その

他」に含まれる「預り保証金の返還による支出」は△2,056千円であります。

２  前第１四半期連結累計期問において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた

「預り保証金の受入による収入」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記するこ

ととしております。なお、前第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その

他」に含まれる「預り保証金の受入による収入」は6,899千円であります。

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

１ 棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算出する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかな

ものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法に

よっております。

２ 一般債権の貸倒見積高の算定方法  貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められる場合に、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等の合

理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

３ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

 繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以

降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと

認められますので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額は、13,988,924千

円であります。

※１  有形固定資産の減価償却累計額は、13,722,842千

円であります。

※２ 商品 27,100千円

その他 1,367,330千円

※２ 商品 25,822千円

その他 1,299,983千円

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿   ※３ 未払法人税等 57,969千円

その他 3,936,673千円

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※４ 負ののれん 11,258千円

その他 2,074,000千円

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

※ 人件費の中には、以下の費目が含まれております。

賞与引当金繰入額 21,632千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,289千円

退職給付費用 21,876千円

※ 人件費の中には、以下の費目が含まれております。

賞与引当金繰入額 18,145千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,391千円

退職給付費用 25,393千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 2,279,699

預入期間が３か月を超える定期預金 △221,372

現金及び現金同等物 2,058,326

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 2,511,589

預入期間が３か月を超える定期預金 △366,390

現金及び現金同等物 2,145,199
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１ 発行済株式の種類及び総数 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

  

 
  

５ 株主資本の金額の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日

至 平成21年６月30日)

普通株式 13,833,109株

普通株式 145,845株

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月14日 
取締役会

普通株式 54,749 4.0 平成21年３月31日 平成21年６月15日 利益剰余金
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(注) １ 事業区分の方法は、業務の種類、性質等の類似性を勘案しております。 

２ 区分の主な内容 

① 貨物自動車運送事業………一般貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業 

② 配送センター事業…………倉庫業、流通代行業 

③ その他事業…………………作業請負、一般港湾運送事業、不動産事業(宅地建物取引業) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は、業務の種類、性質等の類似性を勘案しております。 

２ 区分の主な内容 

① 貨物自動車運送事業………一般貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業 

② センター事業………………作業請負、荷役、流通代行業 

③ アセット事業………………保管、不動産事業(宅地建物取引業) 

④ その他事業…………………一般港湾運送事業、旅客運送事業、施工事業 

３ 事業区分の変更  

  事業区分の方法について、従来は、「貨物自動車運送事業」、「配送センター事業」及び「その他事業」の

３区分としておりましたが、当第１四半期連結累計期間より基幹システムの会計システム等が整備されたこ

とに伴い、当社グループの事業実態をより明確に表示することが可能になったため、事業形態の性質、収益

性をより的確に反映した事業区分への見直しを行いました。その結果、従来「貨物自動車運送事業」、「配

送センター事業」及び「その他事業」と表示していた区分を「貨物自動車運送事業」、「センター事業」、

「アセット事業」及び「その他事業」の４区分に変更いたしました。 

  なお、前第１四半期連結累計期間において当第１四半期連結累計期間の事業区分によった場合の事業の種類

別セグメント情報は、次のとおりであります。 

  (セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

貨物自動車 
運送事業 
(千円)

配送センター
事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益

4,693,754 2,291,424 2,268,021 9,253,201 ― 9,253,201

 (2) セグメント間の内部 
   収益又は振替高

48,519 909 114,663 164,092 (164,092) ―

計 4,742,273 2,292,334 2,382,685 9,417,293 (164,092) 9,253,201

営業利益 232,536 306,416 412,877 951,829 (776,371) 175,458

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)

貨物自動車 
運送事業 
(千円)

センター
事業 
(千円)

アセット
事業 

（千円）

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益

(1) 外部顧客に対する 
   営業収益

4,433,926 1,394,171 1,504,857 1,411,160 8,744,115 ― 8,744,115

(2) セグメント間の内部  
   収益又は振替高

3,170 1,202 6,886 2,156 13,416 (13,416) ―

計 4,437,096 1,395,373 1,511,744 1,413,317 8,757,532 (13,416) 8,744,115

営業利益 311,843 160,247 200,785 154,164 827,041 (708,683) 118,357
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(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……………ベトナム、中国、台湾、タイ 

  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……………ベトナム、中国、台湾、タイ 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

貨物自動車 
運送事業 
(千円)

センター
事業 
(千円)

アセット
事業 

（千円）

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益

(1) 外部顧客に対する 
    営業収益

4,610,733 1,473,731 1,594,565 1,574,169 9,253,201 ― 9,253,201

(2) セグメント間の内部  
   収益又は振替高

19,827 ― 6,603 744 27,174 (27,174) ―

計 4,630,561 1,473,731 1,601,168 1,574,913 9,280,375 (27,174) 9,253,201

営業利益 266,574 175,811 260,823 156,325 859,535 (684,076) 175,458

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

日本 
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益

 (1) 外部顧客に 
   対する営業収益

8,146,212 1,106,988 9,253,201 ― 9,253,201

 (2) セグメント間の内部 
   収益又は振替高

128,015 26,221 154,237 (154,237) ―

計 8,274,228 1,133,209 9,407,438 (154,237) 9,253,201

営業利益 775,520 189,452 964,973 (789,514) 175,458

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)

日本 
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益

 (1) 外部顧客に 
   対する営業収益

7,761,111 983,004 8,744,115 ― 8,744,115

 (2) セグメント間の内部 
   収益又は振替高

139,977 27,910 167,887 (167,887) ―

計 7,901,088 1,010,914 8,912,003 (167,887) 8,744,115

営業利益 758,407 195,247 953,655 (835,297) 118,357
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(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……………ベトナム、中国、台湾、タイ 

３ 海外営業収益は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益であります。 

  

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……………ベトナム、中国、台湾、タイ 

３ 海外営業収益は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益であります。 

  

  

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日) 

著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日) 

著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

【海外営業収益】

前第１四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日)

アジア 計

Ⅰ 海外営業収益(千円) 1,128,865 1,128,865

Ⅱ 連結営業収益(千円) 9,253,201 9,253,201

Ⅲ 連結営業収益に占める 
  海外営業収益の割合(％)

12.2 12.2

当第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)

アジア 計

Ⅰ 海外営業収益(千円) 1,022,804 1,022,804

Ⅱ 連結営業収益(千円) 8,744,115 8,744,115

Ⅲ 連結営業収益に占める 
  海外営業収益の割合(％)

11.7 11.7

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)
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(注) １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(剰余金の配当) 

平成21年５月14日開催の取締役会において、平成21年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主(実質株主含む)に対し、剰余金の配当(期末)を行うことを次のとおり決議しました。 

① 配当財産の種類および帳簿価額の総額 金銭による配当 総額  54,749千円 

② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項 １株当たり配当額   4.0円 

③ 当該剰余金の配当がその効力を生ずる日 平成21年６月15日 
  
  

  

(１株当たり情報)

１ １株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末 
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 768.38円 １株当たり純資産額 759.70円

２ １株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2.78円 １株当たり四半期純利益金額 1.28円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

四半期純利益(千円) 38,084 17,490

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 38,084 17,490

期中平均株式数(千株) 13,687 13,687

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成20年８月８日

日本ロジテム株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本ロジテム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ロジテム株式会社及び連結子会社の平

成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  會  田  将  之  ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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平成21年８月11日

日本ロジテム株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本ロジテム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで) 及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ロジテム株式会社及び連結子会社の平

成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  會  田  将  之  ㊞

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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